
１．はじめに 
相続税の合法的な節税につながる制度として、一般に

知られている「小規模宅地等の特例」について、またし

ても行き過ぎた節税に規制が入ります。平成 31 年度税

制改正大綱により、明かになりました。この小規模宅地

等の特例に規制が入るのは、昨年度に続くものです。 
 
2．小規模宅地等の特例とは？ 
小規模宅地等の特例とは、被相続人等の商売の敷地

（特定事業用宅地等）や自宅の敷地（特定居住用宅地等）、

貸家の敷地（貸付事業用宅地等）を親族が相続した場合

に、一定要件のもと、その土地の課税価格の一定割合が

減額される税制上の特典です。主な宅地の種類と上限面

積、減額割合は次の表とおりです。 
表 
宅地等の種類 上限面積 減額割合 
特定事業用宅地等 400㎡ 80％ 
特定同族会社事業用宅地等 400㎡ 80％ 
貸付事業用宅地等 200㎡ 50％ 
特定居住用宅地等 330㎡ 80％ 

 
この特例が設けられた趣旨は、居住や事業を継続する

相続人の生活基盤となっている財産については納税の

ため売却せずに済むように守るためといわれています。 
最近のデータによると、相続税増税が実施された平成

27 年以降、年間 3,000 件程度の適用件数となり、直近

の平成 28 年は特定事業用宅地等による小規模宅地等の

特例の適用件数は、3,895 件、適用した相続人は 4,772
人でした。 
特定事業用宅地等による小規模宅地等の特例の適用

ケースのうち、相続税を支払ったケースは3,074件、そ

の相続人は3,786人、減額される金額は約292億円でし

た。反対に小規模宅地等の特例の適用等により、相続税

の支払いがなかったケースは821件、その相続人は986
人、減額される金額は約78億円でした。 

 
3．規制の内容 
 平成 31 年度の税制改正では、特定事業用宅地等の範

囲から、相続開始前３年以内に事業の用に供された宅地

等を除外することとされました。 
ただし、その宅地等の上で事業の用に供されている減

価償却資産の価額が、その宅地等の相続時の価額の

15％以上である場合は、特定事業用宅地等の範囲に入る

こととされます。要するに、相続直前に事業を開始した 
形にして節税するのを規制するということです。 
この改正は、平成31 年4月1日以後に相続等により

取得する財産に係る相続税について適用され、同日前か

ら事業の用に供されている宅地等については、適用しな

いこととされています。 
 昨年度の税制改正では「貸付事業用宅地等」の改正が

行われ、相続開始前3年以内に貸付事業を開始した宅地

は貸付事業用から除外する改正が行われましたが、今回

の改正もほぼ同様です。 
 
4．今後のこと 
ただ、平成 31 年度与党税制改正大綱では、制度の趣

旨から逸脱した節税に対し今後さらなる規制強化を検

討することも次の通り書き込まれています。 
「現行の小規模宅地特例について、貸付事業用の小規

模宅地特例の例にならい、節税を目的とした駆け込み的

な適用など、本来の趣旨を逸脱した適用を防止するため

の最小限の措置を講ずる。その上で本特例については、

相続後短期間での資産売却が可能であること、債務控除

の併用等により節税の余地があること、事業を承継する

者以外の相続人の税額に効果が及ぶことなどの課題が

あることを踏まえ、事業承継の支援という制度趣旨を徹

底し、制度の濫用を防止する観点から同様の課題を有す

る貸付事業用の小規模宅地特例と合わせて、引き続き検

討を行っていく」（第一 平成31年度税制改正の基本的

考え方、②デフレ脱却・経済再生、地方創生の推進⑵中

堅・中小・小規模事業者の支援）。 
現在、多額の借入れにより賃貸マンションを購入し相

続を迎え相続税申告したケースで、賃貸マンションの土

地等について、国税庁の財産評価基本通達に従い、貸家

建付地等であることに伴う評価減の適用をめぐり、行き

過ぎた節税だとして評価減が否認された事例が裁判に

なっています。このケースでは、否認後の賃貸マンショ

ンの敷地の評価額は時価とされましたが、小規模宅地特

例の適用は認められており、争点とはなっていません。

しかし、このような事例が行き過ぎた節税との見方が政

府内で固まれば、早晩更なる規制をかけることを大綱が

ほのめかしたものとみることができます。今後の改正動

向に注意が必要になっています。   （遠藤 純一） 
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